愛媛県依存症相談拠点設置要綱
１　目的

　　本事業は、国が定める依存症対策総合支援事業実施要綱に基づき、心と体の健康センターに、アルコール健康障害、薬物依存症、ギャンブル等依存症に関する相談の拠点（以下「相談拠点」という。）を設置し、保健所、市町、医療機関、民間支援団体等の関係機関と連携を図りながら、地域における依存症患者、依存症に関連する問題（健康障害、虐待、ＤⅤ、多重債務、生活困窮等）を有する者、依存症が疑われる者、依存症になるリスクを有する者及びその家族等（以下「依存症患者等」という。）の地域におけるニーズに総合的に対応することを目的とする。
　　　　　　　

２　実施機関
　　愛媛県心と体の健康センター
３　実施体制
　　国の定める事業実施要綱記載の事業内容を踏まえ、次のとおり体制を整備する。
　（１）関係機関と連携し対応するため、依存症相談員を配置すること。
　（２）アルコール健康障害、薬物依存症、ギャンブル等依存症の依存症関連問題に関する相談窓口であることを周知し、明示すること。
　（３）民間支援団体を含む関係機関と十分な連携をとる体制を整備すること。
４　事業内容
　（１）支援体制に係る検討会の開催

　　　　保健所、市町、医療機関、民間支援団体等の関係機関の担当者と連携し、体制整備に関する検討を必要に応じて行う。
（２）依存症に関する専門的な相談対応

アルコール健康障害、薬物依存症、ギャンブル等依存症に係る依存症相談員を配置し、関係機関と連携しながら、依存症患者、家族等の相談対応を行う。
　（３）窓口の周知及び明示

アルコール健康障害、薬物依存症、ギャンブル等依存症に係る依存症関連問題に関する相談窓口であることを県民に周知し、明示する。
　（４）民間支援団体等との連携

アルコール健康障害、薬物依存症、ギャンブル等依存症に関する民間支援団体・回復支援施設等と十分な連携体制を構築する。

　（５）その他必要な事業
アルコール健康障害、薬物依存症、ギャンブル等依存症に関し、上記（１）から（４）に掲げる事業以外の事業については、必要に応じて対応を検討するものとする。

５　事業計画及び実績報告
愛媛県心と体の健康センターは、事業計画及び事業実績については、国が定める精神保健費等国庫負担（補助）金交付要綱に定める様式に基づき、別に定める期限までに保健福祉部健康衛生局健康増進課に提出する。
附　則

この要綱は、平成30年10月９日から施行する。

